令和８年度（２０２６年度）
固定資産税（償却資産）の賦課
に伴うデータ入力業務委託
競争入札参加資格確認申請書等作成要領
熊本市固定資産税課

１ 提出書類

 提出を求める申請書等は、次のとおりとする。

(1) 競争入札参加資格確認申請書（様式第１号）

(2) 競争入札参加資格審査調書（様式第２号）
(3) 入札参加者の同種業務の実績（様式第３号）並びに同種業務の実績を証する契約書の写し及び図面、仕様書等の設計図書又は発注者の証明等
(4)一般社団法人情報マネジメントシステム認定センターが管理する情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の認証又は一般社団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）が管理するプライバシーマークの付与認定を有することを証する書面（申請書等提出期限日時点で有効なものに限る。）の写し。
(5)技術確認書（様式第４号）
(6)技術確認書記入用紙（様式第５号）
(7)業務従事メンバー状況表（様式第６）
２　提出部数　正本１部
３ 作成上の留意事項

(1) 競争入札参加資格確認申請書提出日時点において記載すること。
(2) 事業協同組合として本件競争入札に参加する場合は、競争入札参加資格審査調書（様式第２号）中「業務を担当する組合員」に係る部分も記載すること。業務を担当する組合員を特定することが困難な場合は、複数の候補組合員を記載しても良いこととする。この場合において、うち１組合員でも熊本市から熊本市物品購入契約及び業務委託契約等に係る指名停止等の措置要綱（平成２１年告示第１９９号）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。
(3) 入札参加者の同種業務の実績（様式第３号）
　　入札参加者の同種業務の実績については、国又は地方公共団体から直接受注した業務として、令和２年度（２０２０年度）以降に履行が完了した、データ入力業務に関する業務委託（申請書提出日までに履行が完了したものに限る。）について代表的なものを３件記載し、契約書の写しを添付すること（必須）。なお、これだけでは同種業務の実績を有することが判断できない場合は、ほかの判断できる資料（図面、仕様書等の設計図書又は発注者の証明等）で併せて補完すること。
　　添付されていない場合、提出された書類では同種業務の実績を有することが判断できない場合は、当該実勢を有しているとは認めない。
　　また、発注機関名は具体的に記入すること（例：〇〇県〇〇市）。なお、国等の出先機関の場合は当該出先機関等の名称等を記入のこと。
(4)技術確認書等（様式第４・５号）
　　ア　技術確認書の提出部数
　　　正本１部（提出書類を含め、入札参加者名がわかるもの）
　　イ　技術確認書の作成方法
　（１）技術確認書に記載した内容は、入札価格で実現できるものとみなすので、別途費用が生じた場合でも委託料の変更は行わない。
　（２）技術確認書記載内容
　　　　技術確認書へは項目ごとに次の(ア)から(ク)の内容を記載すること。項目(ア)から(ク)のうち項目(ア)の（１）については資料添付を必須とする。また、項目(オ)の（１）については資料添付を任意とする。なお、添付資料については項目ごとの添付資料の判別がつくよう、添付資料へ項目名を記載すること。項目(ア)の（１）及び(オ)の（１）以外については、別紙での説明はしないこと。
　（5）業務従事メンバー状況表（様式第６号）
　　様式第６号については以下のとおりとする。
　・本業務に従事する全てのメンバーについて記載する。

・これまでの同種業務実績については、代表的なものを１件記載する。
・同種業務とは、個人情報処理に関する業務でデータ入力業務とする。

※ 事業協同組合として本件競争入札に参加する場合において、業務を担当する組合員を特定することが困難な場合は、競争入札参加資格審査調書（様式第２号）で複数の候補組合員を記載しても良いこととしているが、この場合における業務従事メンバー状況表（様式第６号）については、業務を担当する候補組合員ごとに作成すること。その場合、入札公告に示す「落札者決定基準 （別添１）」の評価項目に掲げる事項の審査に当たっては、配点が最も低い候補組合員をもって評価するものとする。

　　　　
(ア)　セキュリティ保持規定及び情報の取扱手順及びセキュリティ教育の実施
（1） セキュリティ保持のための規定及び情報の取扱い手順名を確認書に記載し、規定等の写しを添付してください。
（記載例）（１）○○規定　添付資料のとおり（規定及び情報の取扱い手順名を記載し、
別紙で添付）
（２）本業務に従事する全従事員への周知・教育方法（実施時期・教育内容・頻度・その他）を具体的にご記入ください。※複数記入する場合には、それぞれに周知・教育方法（実施時期・教育内容・頻度・その他）を具体的にご記入ください。
(イ)　入退出管理の実施
（１）データ入力室及びデータ管理室等の入退室記録の入退室記録方法、入退室記録記入時機、入退室記録の保存期間をご記入ください。
（２）データ入力室及びデータ管理室等のドアロックの有無をご記入ください。

（３）ドアロック有りの場合は種類（ＩＣカードと暗証番号、生態認証等）と設置箇所をご記入ください。
（４）監視カメラの有無をご記入ください。
（５）監視カメラ有りの場合は設置台数、設置箇所、監視カメラ映像の保存期間、保存媒体をご記入ください。

（６）機械警備の有無をご記入ください。
（７）機械警備有りの場合は作動期間と機械警備が作動した場合の対応をご記入ください。
(ウ)　セキュリティ強化のための管理策
（1） 業務を行う端末の外部ネットワーク接続の有無についてご記入ください。
（2） ウイルス対策ソフトウェアの最新化の方法と頻度についてご記入ください。
（３）入力帳票保管庫及び保管庫の施錠方法、耐火時間をご記入ください。
（４）媒体保管庫及び保管庫の施錠方法及び耐火時間をご記入ください。
（５）防災設備及び設置個数、設置箇所、管理者をご記入ください。
（６）入力帳票持出防止のための対策をご記入ください。
（７）納品データの入ったUSBメモリの搬送方法をご記入ください。

（８）データの廃棄方法についてご記入ください。

（９）データの廃棄に関する記録内容等をご記入ください。
（１０）その他取り組み内容があればご記入ください。
(エ)　データ精度向上のための体制
（１）入力ミスの検出方法をご記入ください。
（２）ミス防止策をご記入ください。
（３）その他取り組み内容があればご記入ください。

(オ)　事件・事故の管理体制
（１）業務に問題が起こった際の体制を記載してください。また、対応マニュアル等があれば添付してください。

（２）業務に問題が起こった際の体制について、本業務に従事する全従事員への周知・教育方法（実施時期・教育内容・頻度等）を具体的にご記入ください。
（３）その他取り組み内容があればご記入ください。
(カ)　搬送時の保護体制
（１）搬送人数をご記入ください。
（２）搬送時の破損、紛失、盗難等の対策をご記入ください。
（３）その他取り組み内容があればご記入ください。
　
　(キ)　機器の整備体制
（１）データ入力業務に使用する機器のメーカー、取得時期、型番等をご記入ください。複数台備えている場合は、すべてご記入ください。
（２）使用する機器に不具合が起きた場合の対応についてご記入ください。

（３）その他本委託業務を効率よく行うために使用する機器についてご記入ください。
(ク)　実施体制
（１）様式第６号にご記入ください。
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